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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

職員研修の企画・運営 市研修(一般・特別) 派遣研修(自治大
学・茨城県自治研修所・市町村アカデミー等） 自主研修(通信
教育助成等)

研修効果を自覚した職員の
割合

100.

研修による人材育成や能力開発を通じて、職員の資質向上を図
り、効果的・効率的な行政運営を実現する。

323.

％

職員数

職員の資質・職務能力を向上させ、人材育成の目指
すべき職員像である、信頼される職員、自立する職
員、創造性あふれる職員を育成することにより、効果
的効率的な行政運営を実現する。

実施計画
対象事業

61.

地方公務員法第39条 那珂市
職員研修規定

課程

126.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

人材育成につながる職員研修の重要性については、市議会の一般質問などで、職員削減を実施
した結果、一人ひとりの資質向上のために、より一層職員研修を推進すべきとの意見が出されて
いる。

少子高齢化、地方分権が進展するなか、市民の行政に対する要望や期待は質・量ともに高まって
いる。複雑多様化かつ高度化する行政需要に応えるためには、職員個々の能力を伸ばしていくこ
とが不可欠となっている。

％

15. 14. 14. 14.

全職員

市研修
派遣研修
自主研修

研修課程数　市研修

課程

予算科目 根拠法令

485. 486. 490. 490.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

人

人

派遣研修・自主研修

人

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 4

0. 0. 0. 0.

研修修了者の割合 92.3

一般会計

323.

43. 61. 61. 61.

14.

102. 126. 126. 126.

0.

490.

人材育成基本方針に基づいて、職員の資質向上と職務能力を向上させるために研修を実施する
必要があるため。

100. 100. 100. 100.

678. 323.受講者数　　市研修（延べ）

派遣研修・自主研修

160.8 92.3 92.3 92.3

323.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

7,831 7,831
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 6,029 6,042 7,831
2,300       0.50人 2,300       0.50人 2,300       0.50人人 件 費 計 (B) 千円 2,300       0.50人 2,300       0.50人

5,320 0
事 業 費 計 (A) 千円 3,729 3,742 5,531 5,531 5,531 0

一 般 財 源 千円 3,691 3,742 5,320 5,320

0 0
そ の 他 千円 38 0 211 211 211 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

02 01 01 職員研修事業

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

施策名 1 効果的・効率的な行政運営を推進する

基本事業名 5 効果的な行政運営

事務事業名 職員研修事業 事業類型 研修

担当部課G等 総務部　総務課 職員グループ 記入者氏名 川勾　貴弘

作成日 令和 5 6 7
点検日

-1-



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

効率的な行政運営や市民サービス向上のためには、職員の資質・能力向上は必須であり、そのた
めには自治体自らが計画的に人材を育成していかなければならないため。

改革・改善による期待成果

効果的・効率的な行政運営に必要な人材を育成するため、職員研修については、研修メニューの見直しを常時行い、継続して実施していく。

変化の激しい社会情勢に対応する職員の人材育成のため、研修メニューの見直しは常時行う。外
部団体との人事交流により職員研修事業以外のコストも増大するが、今後も費用対効果を念頭に
おきながら、職員の学習意欲に応えられるよう外部機関による研修の活用を進める。職員研修に
よる人材育成については、効果がすぐに出るものではないので継続して実施する。

自治体職員に必要とされる能力は、時代や環境の変化に合わせて変わるため、研修内容もそれ
に合わせて変えていく必要がある。常に各年度ごとに必要とされる能力を見極め、研修プログラム
の変更や新たな研修を実施していく余地がある。

管理職能力向上研修、SDGs研修、ハラスメント
研修等、人材育成と社会情勢への対応を念頭
に研修を実施した。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

通信教育等助成事業については、自己研鑽のための助成制度であり、基本的に受益者負担を求めており適
正だと考える。その他研修については、受益者負担でなく公費で実施しているが、職員の資質・能力向上を図
り、効果的な行政運営に結びつけていくために必要なものであり、公費負担は妥当である。

業務に直結する研修については、各課の予算・判断で必要とする研修を実施しており、研修事業と
統合することは効率的ではない。また、職員の資質・能力向上が求められているなかで、研修を廃
止・休止することは考えられない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

市が実施する研修については、職員が講師を務めるなど、経費削減に務めている。また、市が単独で開催す
るより効率的である研修については、外部機関の研修を利用しているため、現状以上の削減の余地はない。
また、人件費においても、研修専属職員を配置できていないため、削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　３年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 7
点検日

事務事業名 職員福利厚生事業 事業類型 検診・相談

担当部課G等 総務部　総務課 職員グループ 記入者氏名 川勾　貴弘

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 効果的・効率的な行政運営を推進する

基本事業名 5 効果的な行政運営

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
労働安全衛生法 地方公務員
法　等02 01 01 職員福利厚生事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
労働安全衛生法・市職員安全衛生管理規則に基づき、職員の安
全及び健康を確保するとともに、快適な職場環境作りのための事
務を実施し、職員相互共済及び福利増進を目的とした職員互助会
に対し補助を行い、職員互助会の事務局として、当会の運営を実
施する

健康診断の委託、産業医・安全衛生に関する事務、メンタルヘ
ルス相談委託、互助会への補助金交付、互助会の企画・運営
（親睦旅行・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・人間ドック助成等）

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

全職員（会計年度任用職員含）、 互助会員 職員数（受診対象会計年度
任用職員含）

人 769. 779.

互助会員数 人 541. 539. 539. 539.

637. 637. 637. 637.

779. 779. 779.

539.

0. 0. 539. 539.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

全職員（会計年度任用職員含）を対象とした健康診
断
産業医による職場巡視、安全衛生委員会の開催
職員互助会による福利厚生事業の実施

健康診断等受診者数 人 609.

539.

ストレスチェック受検者数 人 739. 744. 744. 744. 744.

互助会主催事業の参加者
数（親睦旅行、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ）

人

81.7 81.7

0. 0. 0. 0.

50. 50.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

職員の健康維持・健康増進
互助会による福利厚生事業の実施により職場環境を
良好に保ち、勤労意欲を向上させる

健康診断等の受診率 ％ 79.1 81.7

6. 3. 3. 3.

81.7

互助会実施事業への参加
率

％ 0. 0. 50.

3.

ストレスチェック受診率 人 96. 95.5 95.5 95.5 95.5

メンタル不調による休職者
数

人

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,026 5,992 6,589 6,589 6,589 0

事 業 費 計 (A) 千円 6,026 5,992 6,589 6,589 6,589 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,220       0.60人 2,222       0.60人 2,220       0.60人 2,220       0.60人 2,220       0.60人

投入量(A)+(B) 千円 8,246 8,214 8,809 8,809 8,809
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 健康診断等に関する事務は、労働安全衛生法等に基づく事業者の責務として開始された。 職員

互助会は、昭和55年に職員の相互共済及び福利厚生を目的として設立した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成20年度から生活習慣の改善に向けた特定健診・特定保健指導が開始され、生活習慣病改善
に対して職員の意識は高まりつつある。 また、心の病に対応するために、メンタルヘルス対策の
重要性が増している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

心に病を抱えて休暇を取る者への対応や、復帰後のケアなど、組織として職員のメンタル面への
対応に積極的に取り組んでいく事が求められている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
ハラスメント研修を継続して実施し、職員のハラ
スメントに対する意識の醸成に取り組んだ。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

良好な職場環境の整備や職員の健康管理に関する事業および福利厚生に関する事業は、事業
者の責務として行うものであり、事業者としての公共の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

健康診断の受診率及び互助会各種事業への参加率向上のため、周知方法や事業内容の見直し
により受診率、参加率を向上させる余地がある。また、毎年メンタル不調による休職者が出てお
り、ストレスチェックをはじめメンタルヘルス対策について充実させる必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

職員の健康管理に関する事業は、労働安全衛生法、市職員安全衛生管理規則及び地方公務員
法に基づく事業者の責務であり、廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

健康診断事業は事業者としての責務であること、費用は個人単価が決まっており、受診者の数に
比例するものであることから、削減の余地はない。職員互助会に対する補助金は人間ドック受診を
勧めるものであり、補助金の全額を人間ドック助成に充てているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

健康診断やストレスチェック実施費用は、労働安全衛生法に基づく事業者責任において行うもので
あり、受益者負担で行うものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
職員のメンタルヘルス対策として実施している研修は、新規採用職員対象研修に加え、一般職員
を対象とした研修を継続して実施する。ハラスメント研修は未受講者がないように実施する。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

職場のメンタルヘルス対策やハラスメント対策を充実させ、心身の健康状態を保ち、職場内の良好な関係をつくる。また、職員互助会による福
利厚生事業については、職員のニーズに応じた事業を実施し、職員同士の交流と連携の向上を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 5 24
点検日

事務事業名 行政改革推進事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 総務部　総務課 行革・監査G 記入者氏名 飛田　慎

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 効果的・効率的な行政運営を推進する

基本事業名 1 行財政改革・行政評価の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 行政改革推進事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　社会構造の変化や住民ニーズの変化に対応し、限られた財源を効率よく活用した行
政経営を実施するため、行財政改革大綱及び同実施計画を策定し、推進する。
　市が行う事務事業と施策の評価作業を行い、Plan-Do-Check-Actionというマネジメ
ントサイクルを循環させ、職員の資質向上、住民との協働など人材と財源の有効活用
に寄与する道具として、行政評価システムを活用していく。
　平成21年度から外部評価を実施する等、市民の視点からの評価を行っている。令和
2年度からは行財政改革懇談会において外部評価を行っている。

・行財政改革大綱実施計画に基づき各課へ進捗状況調査の依頼　・幹
事会、推進本部会議の開催　・行財政改革懇談会の開催　・推進項目
の調整　・指定管理者選定委員会の開催　・職員提案制度の運用　・
有料広告の募集及び広告審査会開催　・事務事業評価（1次評価：担
当課長、2次評価：所管部長、3次評価：行政評価推進本部会議（必要
に応じて実施））の進行管理　・施策評価（施策主管課長）の進行管理
・外部評価実施時の庶務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

行財政改革大綱・実施計画、職員、施策及び事務事
業 実施計画の項目数 項目 37. 37.

事務事業数（前年度） 事業 592. 590. 600. 600.

3. 3. 3. 3.

37. 37. 37.

600.

217. 202. 210. 210.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・行財政改革大綱実施計画の進行管理
・有料広告の募集、広告審査会の開催、掲載決定
・職員提案の募集、採択
・指定管理者選定委員会の開催
・事務事業評価、施策評価の実施
・行財政改革懇談会委員による外部評価の実施
・市民アンケートの実施

行財政改革懇談会 回 3.

210.

有料広告事業者数 者 52. 50. 60. 60. 60.

評価対象事業数 事業

100. 100.

職員提案件数 件 9. 13. 20. 20.

76.5 78.

20.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

実施計画の目標を達成する。 効率的・効果的な行政
経営がなされる。
市が実施する施策、事務事業の目的を明らかにし改
革改善を行うとともに、評価結果を市民に公表する。
限られた財源を効果的、効率的に有効な事業に振り
向けられるようになる。

行財政改革大綱実施計画
の実施率

％ 67.57 67.57

85.9 90.4 90. 90.

100.

行政サービスに対する住民
の満足度

％ 74.19 72.75 75.

90.

改善・改革等とした事務事
業の割合

％ 65. 67.8 70. 70. 70.

経常収支比率 ％

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 518 559 657 657 657 0

事 業 費 計 (A) 千円 518 559 657 657 657 0
人 件 費 計 (B) 千円 10,520       1.80人 9,920       1.80人 9,920       1.80人 9,920       1.80人 9,920       1.80人

投入量(A)+(B) 千円 11,038 10,479 10,577 10,577 10,577
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ S60年から行政改革懇談会及び行政改革推進本部を設置し実施してきた。行政評価については、

H13年度から行政評価の導入を検討し、翌年に研究会で調査研究を行い、H15年度から事務事業
評価・施策評価を開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

今後も行財政改革を推進していく必要があるが、既に多くの改革が実行され具体的な効果額が望
めなくなってきている。評価→実施計画→予算が連動するシステムが財務会計システムに構築さ
れている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

行財政改革懇談会の委員からは、行財政改革大綱実施計画の推進により一定の成果を上げてい
るのに、公債費や繰出金の増などの財政的要素で成果が見えにくくなっている等の意見をいただ
いている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
第４次行財政改革大綱の実施項目について
は、進捗状況が遅れている項目について聞き取
りを行うなどし、助言・指導を行った。
行政評価については、記載内容に齟齬が見ら
れた場合は、記入者から聞き取りを行い、論理
的な内容となるよう助言・指導を行った。事務事
業評価について３次評価の実施を検討した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が継続的に行政サービスを実施していくためには、財政の健全化が必須であり、市の責務として行財政改
革を推進していかなければならない。また、市が実施した事業について、自ら主体的に検証し振返り評価を行
うことは、Plan-Do-Check-ActサイクルのCheckにあたり、よりよい市民サービスへと繋げていくことに欠かせな
い工程であり、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

第４次行財政改革大綱実施項目について、状況をより把握して推進を図る必要がある。行政評価については、
行財政改革懇談会委員による外部評価を定着させる。内部評価は、より論理的に思考し行動に繋げていける
ようにしていく必要がある。事務事業評価について全庁的な判断が必要な事業に対し３次評価を実施すること
でより効果的な評価ができる余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

第１次行財政改革大綱から現在まで多くの改革が実行されてきており、効果額が見込まれるものは限定的と
なってきているが、市民サービスの向上と限られた財源の有効活用を恒久的に行っていく必要がある。また、
内部統制や行財政改革を進める上で行政評価は必要不可欠なものであるので、継続していく。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は、行財政改革懇談会委員の報酬及び市民アンケート郵送料等の必要最低限であり削減
は困難である。人件費は、令和2年度から組織を総務課内室と縮小し、管理職の配置を減らすこと
で削減したが、これ以上の人員削減は困難なため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

継続的に行政サービスを提供していくため、市の責務として行財政改革を推進するものであり、受
益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
第４次行財政改革大綱の実施項目について、着実な推進に向け担当課の状況をよく把握し助言・
指導を行う。行政評価については、事務事業評価において、全庁的な判断が必要な事務事業につ
いて３次評価を実施し、市としての方針を決定する事で、限られた財源や資源を有効的・効果的に
配分できるようにし、さらなる業務のスリム化を図っていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

事務事業評価の更なる改善と活用により、事務事業の限られた財源を効率的・効果的に配分すること。
また、業務のスリム化を図り、職員の業務負担を軽減すること。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 7
点検日

事務事業名 税務総務事務費 事業類型 総務事務

担当部課G等 総務部　税務課 市民税Ｇ 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 1 財源の確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 02 01 税務総務事務費

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　課税事務に必要な知識を習得するとともに、税務事務の健全な
運営を図る。

　課税事務に必要な経費の支出
　　研修旅費、図書購入、法規追録、各協議会負担金等

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
税務職員 市民 人 52937. 53121.

税務課職員 人 16. 16. 16. 16.

7. 7. 7. 7.

52700. 52700. 52500.

16.

3. 3. 3. 3.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・実務研修等により職員のスキルアップを図る。
・啓発のため租税教室を開催し、児童生徒に税金へ
の理解を深めてもらう。
・協議会等の会議に参加し、情報交換をする。

参加した研修 件 6.

3.

租税教室開催回数 回 5. 5. 5. 5. 5.

会議 回

20. 20.

伝達研修・勉強会 回 10. 10. 10. 10.

460. 460.

10.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

研修に参加することにより、職員のスキルアップを行
う。また、租税教室を行うことにより、租税の意義や役
割を理解してもらう。

研修に参加した延べ人数 人 17. 19.

0. 0. 0. 0.

20.

租税教室(児童・生徒数) 人 422. 414. 460.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 2,146 3,169 4,028 4,028 4,028 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,146 3,169 4,028 4,028 4,028 0
人 件 費 計 (B) 千円 9,372       1.65人 9,462       1.65人 9,462       1.65人 9,462       1.65人 9,462       1.65人

投入量(A)+(B) 千円 11,518 12,631 13,490 13,490 13,490
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 地方税法及び那珂市税条例に基づく法定事務を実施するため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

毎年行われる税法改正により、複雑化している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

税務職員対象の研修会において、課題や疑問点を各市町村で共有できるような時間を設けて欲し
い。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
毎年の税法改正や人事異動により、市民サー
ビスに影響がないよう、業務マニュアルの見直
しや研修会等参加による知識向上を図ってい
る。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

職員の税に関する習得及び向上を図るものであり、また、児童や生徒に税に対する関心を持って
もらうための事業であるため、市が主体となって行うべきと考える。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

有効性について、改善の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

知識の向上・及び他自治体との情報交換のための事業であり、廃止、休止はできない。また、類似
事業はないため、統廃合の余地がない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

必要最低限の人数と事業費で行っており、削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

職員の研修費や各種団体の負担金が主なものであり、受益者負担金を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
各種業務マニュアルの見直し及び伝達研修を引き続き行い、有効性の向上に取り組む。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

今後も業務マニュアルの見直しと研修会等により職員の知識向上を図り、税務事務の健全な運営に取り組む。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 7
点検日

事務事業名 賦課事務費 事業類型 事務の推進

担当部課G等 総務部　税務課 市民税Ｇ 記入者氏名 綿引　秀晃

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 1 財源の確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 地方税法、那珂市税条例
02 02 02 賦課事務費

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市税を円滑に賦課し、住みよいまちづくりのための財源を確保す
る。

課税に伴う事務費である。
　会計年度任用職員報酬、消耗品費、郵送料、確定申告関係
事務員派遣、手数料、電算処理委託料、使用料等

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市民及び那珂市の固定資産の数
市民 人 52937. 53121.

固定資産 件 199595. 200564. 202000. 202000.

4618. 4600. 4600. 4600.

52700. 52700. 52500.

202000.

136544. 137500. 137500. 137500.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

◆課税資料を基に市民税・県民税の適正な課税をす
る。
　
◆的確な資産の把握と評価により、固定資産税の適
正、公平な課税をする。

申告者数（市民税個人） 人 4377.

137500.

給与支払報告書入力件数 件 32649. 32474. 32400. 32300. 32200.

課税対象（土地・家屋） 件

19400. 19400.

年金支払報告書入力件数 件 27196. 27054. 27100. 27200.

26100. 26100.

27300.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

適正に課税し、安定した財源確保に努める。 納税通知書を送付した数
（市民税）

通 19176. 19491.

404. 450. 500. 550.

19400.

納税通知書を送付した数
（資産税）

通 25323. 26193. 26100.

600.

0. 0. 0. 0. 0.

税証明のコンビニ交付件数 件

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 18,575 19,095 24,716 21,484 21,487 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 18,575 19,095 24,716 21,484 21,487 0
人 件 費 計 (B) 千円 41,646       8.23人 39,063       7.93人 39,063       7.93人 39,063       7.93人 39,063       7.93人

投入量(A)+(B) 千円 60,221 58,158 63,779 60,547 60,550
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 地方税法及び那珂市税条例に基づく法定事務を実施するため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

税法改正に伴い賦課事務が複雑化している。ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの記載が始まり個人情報保護の必要性が
高まった。事業費は電子ｼｽﾃﾑ導入により経費削減を図った。申告受付業務に派遣職員を導入し、
職員の事務負担軽減を図った。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

来庁せずに電子による申告等を行いたいと市民からの要望があった。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
□ ■

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
前年度に引き続き、確定申告の予約システムに
よる事前予約を実施し、市民サービスの向上を
図った。税証明のコンビニ交付の普及啓発に関
しては、ホームページ掲載やチラシを窓口に設
置し周知を図った。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

賦課事務は、地方税法及び那珂市税条例で定められた事務であり、那珂市の安定した税収入確
保に務めるために必要不可欠な事業である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

確定申告の予約システムによる事前予約導入により、市民サービスの更なる向上を図った。次年
度以降も引き続き実施することで向上の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はなく、税収入確保に必要不可欠であるため統廃合の余地がない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

課税データの電子化・電算化により効率化される半面、チェック作業などの時間が必要となってい
る。引き続き、申告受付業務の派遣職員を導入し効率化を図ることで人件費の削減の余地があ
る。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

納税義務者に対し、地方税法及び那珂市税条例に基づいて適正に賦課するものであり、受益者
負担金を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
次年度以降も確定申告の予約システムによる事前予約実施により、業務の平準化と市民サービス
の向上を図る。税証明のコンビニ交付サービスについては、効果的な周知を行うなど、市民サービ
スの向上と窓口業務の省力化を図る。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

次年度以降も確定申告の予約システムによる事前予約実施により、業務の平準化と市民サービスの向上を図る。税証明のコンビニ交付サービ
スについては、効果的な周知を行うなど、市民サービスの向上と窓口業務の省力化を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 7
点検日

事務事業名 固定資産課税台帳整備事業 事業類型 委託

担当部課G等 総務部　税務課 資産税グループ 記入者氏名 佐々木　伸之

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 1 財源の確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 地方税法
02 02 02 固定資産課税台帳整備事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
地方税法の規定に基づき、市町村が、固定資産の状況及び固定
資産税の課税標準である固定資産の価格を明らかにするため、
固定資産課税台帳を備える。

○課税客体(土地・家屋)の把握及び図化
○用途・状況類似区分、路線価付設、画地計算法適用
○標準宅地等に係る鑑定評価
○台帳加除修正
○評価替え
〇航空写真撮影（R6.1.1･R7.1.1･R9.1.1･R10.1.1)

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

固定資産(土地・家屋)
固定資産(土地) 筆 166253. 167054.

固定資産(家屋) 棟 33342. 33510. 34000. 34000.

632. 640. 640. 640.

168000. 168000. 168000.

34000.

66404. 67419. 68000. 68000.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

調査→評価→台帳調製
実地評価件数(家屋) 件 590.

68000.

基準年[3年毎]評価替件数
(土地・家屋)

件 0. 0. 202000. 0. 0.

時点評価替件数(土地・宅地
比準のみ)

件

168000. 168000.

0. 0. 0. 0.

34000. 34000.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

適正かつ公平に評価する。
課税台帳登録筆数 筆 166253. 167054.

1. 0. 0. 0.

168000.

課税台帳登録棟数 棟 33342. 33510. 34000.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

固定資産評価審査委員会
への審査の申出件数

件

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 47,632 49,436 30,758 41,569 62,788 0

事 業 費 計 (A) 千円 47,632 49,436 30,758 41,569 62,788 0
人 件 費 計 (B) 千円 20,292       4.20人 18,132       4.20人 18,132       4.20人 18,132       4.20人 18,132       4.20人

投入量(A)+(B) 千円 67,924 67,568 48,890 59,701 80,920
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 地方税法及び那珂市税条例に基づく法定事務を実施するため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

毎年行われる税法改正により、複雑化している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

納税者より、高圧線下の土地に対する適正課税の要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
□ ■

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
課税事務の作業工程を見直し、確認作業の一
部にRPAを導入した。しかし、年度途中で人員
が削減となり、人件費への反映には至らなかっ
た。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

固定資産課税台帳は地方税法第３８０条の規定により、「市町村は、固定資産の状況及び固定資
産税の課税標準である固定資産の価格を明らかにするため、固定資産課税台帳を備えなければ
ならない」とされている。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

一筆一棟の状況把握に努めることで、課税客体把握の精度が年々向上しているが、さらに作業工
程の見直しを行うことにより、課税客体把握及び課税精度向上に努める。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業がないことから、統廃合の余地はなく、廃止・休止の可能性がない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

現状の体制では、成果の質を下げずに、さらなる事業費の削減は困難である。ただし、人件費に
ついては作業工程の見直しを行うことで、削減を行う余地がある。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

固定資産税は、固定資産の保有と市町村が提供する行政サービスとの間に存在する受益関係に
着目し、応益原則に基づき、資産価値に応じて、所有者に対し課税する財産税であり、受益者負
担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
現状では、成果の質を下げずに事業費を削減することは困難な状況であるため、確認作業等に
RPAを導入することにより、作業の効率化を図る。高圧線下の土地に対する減額補正については、
令和６年度適用に向けて作業を行う。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

現状では、成果の質を下げずに事業費を削減することは困難な状況であるため、確認作業等にRPAを導入することにより、作業の効率化を図
る。課税台帳については、今後も必要に応じて補正を実施していく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 1
点検日

事務事業名 徴収事務費 事業類型 事務の推進

担当部課G等 総務部　収納課 収納グループ 記入者氏名 鈴木　隆司

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 1 財源の確保

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
地方税法、国税徴収法、那珂
市税条例　外02 02 02 徴収事務費

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
納税意識の向上と自主納付の推進を図り、自主財源を確保する。 市税及び介護保険料・後期高齢者医療保険料の徴収。 督促

状・催告書等の文書送付。滞納処分の執行。茨城租税債権管
理機構への移管。 口座振替の推進。コンビニやスマートフォン
収納等納税機会の拡充及び利便性の向上。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

納税者
現年度調定額 千円 8071810. 8195943.

滞納繰越調定額 千円 368512. 301847. 296000. 320000.

228. 180. 230. 230.

8050000. 8050000. 8050000.

315000.

28.77 28.72 29. 29.5

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・督促状、催告書等の発付
・滞納処分の強化
・茨城租税債権管理機構の活用
・口座振替の推進
・コンビニ収納等納税機会の拡充と利便性の向上を
図るサービスの導入

差押件数 件 211.

30.

茨城租税債権管理機構徴
収額

千円 30013. 11544. 18000. 18000. 18000.

口座振替利用率 ％

8046000. 8056000.

督促状発付件数 件 24129. 23650. 23500. 23000.

96.25 96.3

22500.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

納税意識を向上させ、滞納税額の圧縮及び期限内納
付を厳守させる。 市税等収納金額（決算額） 千円 8093848. 8165355.

98.53 98.45 98.55 98.56

8056000.

徴収率 ％ 95.9 96.09 96.4

98.58

滞納繰越分徴収率 ％ 38.17 31.88 38.2 38.2 38.2

現年度分徴収率 ％

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 13,471 15,246 17,505 17,784 17,976 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 1,338 1,244 1,400 1,400 1,400 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 14,809 16,490 18,905 19,184 19,376 0
人 件 費 計 (B) 千円 62,700      13.00人 62,300      13.00人 62,300      13.00人 62,300      13.00人 62,300      13.00人

投入量(A)+(B) 千円 77,509 78,790 81,205 81,484 81,676
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 滞納者の増加に伴い、地方税法、国税徴収法、那珂市税条例を基に税債権の管理を徹底し、収

納対策を強化して更なる徴収率向上を目指すこととなった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

滞納処分の強化によって滞納税額は減少し、徴収率も少しずつではあるが上昇傾向にある。ま
た、現金納付に代わるキャッシュレス決済等への社会的需要が年々高まっている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

納税義務及び税負担の公平性への理解は徐々に浸透し、滞納処分に対する苦情等は全般的に
減少してきている。また金融機関から窓口業務の効率化、経費削減を図るため口座振替納付の一
層の推進を求める声が寄せられた。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
地方税統一QRコードを利用した納付の導入に
ついてベンダーとの調整や納税者への周知等
を行い、大きなトラブルもなく運用開始となった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

地方税法、国税徴収法、那珂市税条例等に基づき、地方公共団体が行うことと定められている。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

滞納処分に係る金融機関等への財産調査についてオンラインシステム(pipitLINQ)を導入し、滞納
処分の早期着手を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

地方自治法、国税徴収法、那珂市税条例等に基づく事業であり、類似の事業はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費の大部分は茨城租税債権管理機構の負担金や督促催告の郵送料など徴収事務を行うに
あたり必要な経費である。また、人件費についても削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

納税は義務であり、受益者負担を求める事業ではないが、納期限内に納付している納税者との公
平性を保つため、滞納者から法令に基づき督促手数料や延滞金を徴収している。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
オンライン（pipitLINQ）による財産調査も活用し、引き続き効果的で効率的な滞納整理をすすめ、滞
納額の圧縮と徴収率の向上を図る。併せて、口座振替やスマートフォン等を利用した電子納付を推
進していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

オンラインによる財産調査も活用しながら効果的で効率的な滞納整理をすすめ、滞納額の圧縮と徴収率の向上を図る。併せて、口座振替やス
マートフォン等を利用した電子納付を推進していく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 1
点検日

事務事業名 支所庁舎管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 総務部　瓜連支所 支所窓口グループ 記入者氏名 木内　忠

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 多様な行政サービスを提供する

基本事業名 1 窓口サービスの充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 12 支所庁舎管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
瓜連支所庁舎及び分庁舎の維持管理 ・来庁者及び施設使用者が安全に利用できるよう、施設の保守

点検、修繕及び業務委託等の実施に伴う契約、支払い事務。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

瓜連支所庁舎及び分庁舎
瓜連支所、分庁舎 棟 2. 2.

0. 0. 0. 0.

9. 10. 10. 10.

2. 2. 2.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

施設の保守点検、修繕及び清掃
修繕が必要な件数 件 4.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

10. 10.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

瓜連支所、分庁舎を安全に利用できる施設にする。
修繕して対応した件数 件 4. 9.

0. 0. 0. 0.

10.

施設・設備に対する要望・苦
情

件 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 4,835 4,835 4,835 0
一 般 財 源 千円 20,540 23,733 19,804 17,320 17,320 0

事 業 費 計 (A) 千円 20,540 23,733 24,639 22,155 22,155 0
人 件 費 計 (B) 千円 8,620       1.34人 12,690       1.90人 10,290       1.50人 10,290       1.50人 10,290       1.50人

投入量(A)+(B) 千円 29,160 36,423 34,929 32,445 32,445
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 昭和６１年竣工。合併により瓜連支所として使用している。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

庁舎有効活用の実績：H20度～那珂医師会、H21度～瓜連郵便局、H25.7.1～那珂社協、H31度～
那珂地区更生保護サポートセンターが使用を開始している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

なし
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ □ ■
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
現時点においては、市民が安全・快適に利用で
きるように清掃や保守点検等を実施し維持管理
に務めている。将来的には、専門知識を持つ管
財部門での管理が必要である。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

支所庁舎及び分庁舎は、市の財源として市が管理すべき建物である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

庁舎の老朽化により修繕箇所が増加しており、長寿命化を図るためにも計画的な改修・修繕を
行っていく余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

・日常的管理や突発的な修繕は支所配属の職員でもできるが、庁舎長期保全計画に基づく修繕は専門的知
識が必要であり、本庁舎その他施設と併せて優先順位を決め計画的に修繕していくために市管財部門で管理
すべきと考える。
・庁舎の維持管理は廃止できない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

・庁舎の老朽化による修繕費の増加は否めず、事業費削減余地はない。
・必要最小限の人数で窓口業務と管理を行っており、人件費削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

施設使用事業者からは適正な使用料を徴収している。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

■

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
公共施設長期保全計画に基づく修繕の優先順位付けは、管財部門が全施設を統括して行うことが
望ましいので、引き続き協議していく。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

瓜連庁舎については、施設自体のあり方を含め検討を進めていく。現時点では、次節の維持管理に必要な点検及び修繕等を行っていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 5 29
点検日 令和 5 5 31

事務事業名 財産管理事務費 事業類型 維持管理

担当部課G等 総務部　管財課 住宅・公共施設Ｇ 記入者氏名 成田　洋一

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 3 公有財産の適正管理と有効活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条
例、那珂市大型乗用自動車使用要項、那珂市
公用車管理規定02 01 05 財産管理事務費

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市有財産（普通財産）の効率的な運用、利活用を行う。 公用自動車（集中管理分）の適正管理

庁用バスの適正運行
市有地の除草管理
売却可能財産の売却手続き
市有地の貸付

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市有財産（普通財産）
・公用自動車 市有地（普通財産）面積 ㎡ 448113. 423919.

公用自動車集中管理台数
（バス含む）

台 32. 32. 32. 32.

50969. 50969. 50969. 50969.

423919. 423919. 423919.

32.

9. 7. 10. 10.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・普通財産の管理、貸付、売却可能財産の売却（売
却可能財産の拡大、ネットでの売却）
・公用自動車の貸出、洗車・オイル交換等のメンテナ
ンス作業

貸付面積 ㎡ 50516.

10.

公用自動車の貸出回数 回 9032. 9177. 10000. 10000. 10000.

売却件数（土地・自動車） 件

8476. 8476.

公用自動車（バス）貸出回数 回 35. 40. 50. 50.

659073. 659073.

50.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

・市有地を良好な状態で管理し所有の目的別に効率
的に運用する。
・限られた台数を効率的に運用する。
・公用車を安全で快適な状態で使用できるようにす
る。

市有地貸付料（年間） 千円 8411. 8476.

34.5 34.2 40. 40.

8476.

市有地売却額（累計） 千円 653313. 659073. 659073.

40.

稼働率（バス） ％ 9.6 10.9 15. 15. 15.

稼働率（公用自動車集中管
理分※稼働時間ﾍﾞｰｽ）

％

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 897 890 890 0
一 般 財 源 千円 154,585 26,777 43,074 37,919 37,919 0

事 業 費 計 (A) 千円 154,585 26,777 43,971 38,809 38,809 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,230       0.95人 4,565       0.95人 4,565       0.95人 4,565       0.95人 4,565       0.95人

投入量(A)+(B) 千円 158,815 31,342 48,536 43,374 43,374
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・財産の取得により開始する。

・平成11年より公用自動車の効率的な運用のため集中管理を導入した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

公有財産台帳管理ｼｽﾃﾑにより財産を適正に管理し、売却可能財産を選定して売却している。
公用車の集中管理導入後、限られた台数を効率的に運用し、大半を軽自動車にしたことから燃料
消費量にも貢献できている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

特になし
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

・市有地は市の財産であることから、市の関与は妥当である。
・公用自動車は市の財産であり、業務を遂行するのに必要不可欠である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

ほとんどの未利用市有地は市街化調整区域に点在しており、利活用及び土地処分が困難な状況
であるが、市街化区域には処分可能な市有地があるので売却を行っていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

普通財産の管理や公用車等の管理事業は、類似事業がないことから統廃合の余地はなく、廃止
等すれば適切な財産管理ができなくなる。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

車両の車検代、修繕料等について削減の余地はないが、買い替えの際には低燃費車やＥＶ車の
購入を推進し燃料費等を削減することは可能。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

土地売却にあたっては地価の動向を勘案し、場合によっては不動産鑑定を実施し適正な価格で売
却している。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
・令和5年度以降については公用車買替の際はＥＶ車を購入し、更なる燃料費削減を図る。
・市有地売却について市ホームページに掲載し、公用車売却についてはネットオークションを活用し
市民を含め広く周知することで売却を図る。また市街化調整区域の市有地についても可能な限り、
積極的に売却を検討する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

公用車のＥⅤ化については、計画的に進めていくこと。
未利用の市有地については、引き続き、売却を進めていくこと。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 5 29
点検日 令和 5 5 31

事務事業名 庁舎管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 総務部　管財課 住宅・公共施設Ｇ 記入者氏名 成田　洋一

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 健全な財政運営を図る

基本事業名 3 公有財産の適正管理と有効活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 那珂市庁舎管理規則
02 01 05 庁舎管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市役所本庁舎等の維持管理 建物・空調設備・電機設備等の保守管理や修繕。清掃・警備・

緑化管理等の委託。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

庁舎、設備
庁舎数 棟 2. 2.

設備数（電気、空調、給水、
排水）

件 4. 4. 4. 4.

10. 9. 9. 10.

2. 2. 2.

4.

35. 36. 35. 35.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

庁舎設備の検査、保守、修繕を行う。
検査、保守の実施件数 件 9.

35.

0. 0. 0. 0. 0.

修繕が必要となった件数 件

100. 100.

0. 0. 0. 0.

100. 100.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

　庁舎の設備・機器管理を行い、よりよい環境を保
ち、限られた財源を有効に活用し、効果的な事務事
業や行政サービスを市民に対して提供する。

検査、保守の実行率 ％ 100. 100.

74.15 75. 76. 77.

100.

修繕の実行率 ％ 100. 100. 100.

78.

0. 0. 0. 0. 0.

行政サービスに対する住民
の満足度

％

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 58,600 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 20,034 1,002 1,002 0
一 般 財 源 千円 62,523 70,087 76,690 104,948 114,165 0

事 業 費 計 (A) 千円 62,523 70,087 155,324 105,950 115,167 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,165       0.92人 4,560       0.92人 4,560       0.92人 4,560       0.92人 4,560       0.92人

投入量(A)+(B) 千円 66,688 74,647 159,884 110,510 119,727
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 　平成元年市役所本庁舎完成に伴い事業を開始。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

　本庁舎は建設後34年が経過し、老朽化が進行している。
本庁舎の空調設備・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ改修は完了したが、今後は給排水設備、外壁等の改修が予定され
る。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

　国が定めた「インフラ長寿命化計画」により、本庁舎の計画的かつ適切な維持管理や効果的な予
防保全と財政負担の軽減や安全性、快適性、環境負荷の低減等新たな機能水準に対応した改修
が求められている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
外灯や階段室の照明器具について、老朽化に
よる故障、照度不足等に対応するためLED化修
繕を行った。
（年間の緊急修繕の予算内にて対応したことに
より「予算への反映なし」）

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市民の財産であり、市民サービス提供の拠点であるため。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

庁舎修繕の計画的実施により、既存設備を長く使用できる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はなく、設備を長く使用することが求められている中、定期的な点検や修繕は必要であ
り、庁舎を維持管理するための必要経費を計上していることから廃止休止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

年々修繕箇所が多くなっており、今後も多額の修繕費が必要になる事から削減の余地はない。施
設の保守点検、清掃、警備、緑化管理等も業者に委託しているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

特定の受益者がいない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
簡易な修繕については迅速に対応する。
「那珂市公共施設等マネジメント計画」及び「長期保全計画」を元に計画的に施設の修繕工事を実
施していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

簡易な修繕については迅速に対応する。
「那珂市公共施設等マネジメント計画」及び「長期保全計画」を元に計画的に施設の修繕工事を実施していく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

-20-



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 2
点検日

事務事業名 業務系システム管理事業 事業類型 機器借上・維持管理

担当部課G等 総務部　管財課 情報システムＧ 記入者氏名 小関　一生

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 多様な行政サービスを提供する

基本事業名 1 窓口サービスの充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 業務系システム管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　住民の情報管理や窓口サービスを行う基幹（業務）系電算機器
やシステムの調達及び維持管理を行う。

　住民の情報管理や窓口サービスを行う基幹（業務）系電算機
器やシステムの調達、維持管理を行う。
　平成27年2月から基幹(業務)系システムをクラウド化し運用を
開始。(いばらき自治体クラウド基幹業務契約：R2.2.1～R7.1.31)

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

職員・電算機器
職員数 人 467. 473.

基幹(業務)系電子計算機器
等の数

台 124. 124. 124. 124.

0. 0. 0. 0.

473. 473. 473.

124.

2. 5. 2. 2.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

基幹(業務)系電算機器の維持管理 基幹(業務)系コンピュータ修
理件数(有料･無料)

件 0.

2.

0. 0. 0. 0. 0.

基幹(業務)系プリンタ修理件
数(有料･無料)

件

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

基幹(業務)系電算機器が正常稼働することにより職
員が業務系システムを有効に活用することができ、
円滑に住民サービスを提供できる。

システム障害(停止)回数 回 2. 0.

0. 0. 0. 0.

0.

システム不具合による情報
漏洩件数

件 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 969 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 25,562 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 9,844 0 0 0
一 般 財 源 千円 102,906 111,611 83,520 118,505 118,505 0

事 業 費 計 (A) 千円 103,875 111,611 118,926 118,505 118,505 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,388       0.88人 4,439       0.89人 4,439       0.89人 4,439       0.89人 4,439       0.89人

投入量(A)+(B) 千円 108,263 116,050 123,365 122,944 122,944
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ より良い窓口サービスや住民の情報管理を行うため、平成元年の庁舎移転をきっかけに、基幹(業

務)系電算機器やシステムを導入及び維持管理する当該事業が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

H27.2からｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽになる。H28からｾｷｭﾘﾃｨ強化として二要素認証、資産管理ｼｽﾃﾑの運用を
開始。H29.7から番号制度導入に伴い他団体との情報連携が始まる。令和７年度までに、標準準
拠システムへの移行が必要となる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

電算処理する業務量が増加しているため、このシステムを使用している職員から端末（パソコン）
の増設要望があがっている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

住民情報の管理や窓口サービスを行う行政事務に必要であり、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

自治体クラウドへの移行、ネットワークの分離、二要素認証、資産管理システムの導入などによ
り、システムの安定稼働、セキュリティ強化対策を図っているため、これ以上の向上余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

情報漏洩問題や番号制度導入などにより、国からはネットワークの分離徹底やセキュリティ対策強
化を求められており、他事業との統合は難しい。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

セキュリティ強化対策や番号制度などによるシステム改修などから、事業費は増加傾向にあり、削減は難し
い。
システムのクラウド化により保守業者によるメンテナンス作業の立会いも最小限であり、これ以上の人件費の
削減余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

行政事務で利用する業務システムの維持管理経費であるため、受益者負担を求める事業ではな
い。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 2
点検日

事務事業名 情報系システム管理事業 事業類型 システム維持管理

担当部課G等 総務部　管財課 情報システムＧ 記入者氏名 小関　一生

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 1 効果的・効率的な行政運営を推進する

基本事業名 5 効果的な行政運営

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
02 01 06 情報系システム管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
庁内や各施設間のコンピュータネットワーク、ハード・ソフトの維持
管理を行う。

内部の事務処理に必要な情報系システムの調達、維持管理を
行う。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

職員・電算機器
職員数 人 467. 473.

情報系電子計算機器等の
数

台 922. 901. 820. 820.

0. 5. 5. 5.

473. 473. 473.

820.

57. 25. 20. 20.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

情報系電算機器の維持管理 情報系コンピュータ修理件
数(有料･無料)

件 2.

20.

0. 0. 0. 0. 0.

情報系プリンタ修理件数(有
料･無料)

件

20. 20.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

情報系電算機器が正常稼働することにより職員が情
報系システムを有効に活用することができ業務効率
の向上が図れる。

システム障害(停止)回数 回 7. 10.

0. 0. 0. 0.

20.

システム不具合による情報
漏洩件数

件 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 9,736 8,848 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 86,662 124,294 100,004 103,607 103,607 0

事 業 費 計 (A) 千円 96,398 133,142 100,004 103,607 103,607 0
人 件 費 計 (B) 千円 6,699       1.43人 7,248       1.55人 7,248       1.55人 7,248       1.55人 7,248       1.55人

投入量(A)+(B) 千円 103,097 140,390 107,252 110,855 110,855
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 平成１３年度補正地域イントラネット基盤施設整備事業において整備されたネットワーク機器及び

ソフトウェアの運用に際し維持管理業務が必要となった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

ネットワークの徹底分離などセキュリティ対策の強化が必要になった。平成27年度からクラウド
サービスを利用する形態になった。WEB会議の普及などにより、インターネット環境での業務が増
加している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

会計年度任用職員の増に伴う端末（ＰＣ）の増設や、新しい端末への入替の要望がある。ｾｷｭﾘﾃｨ
対策強化にともなうﾈｯﾄﾜｰｸ分離により事務処理効率の低下が発生している。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

資料作成・情報共有・情報収集など行政内部事務を行うために必要であり市の関与は妥当であ
る。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

資産管理システムの導入・クラウドサービスの利用・ネットワーク分離徹底などにより、システムの
安定稼働・セキュリティ対策の強化を図っている。ネットワーク分離による事務効率の低下につい
ては、現状、改善は難しい。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

情報漏洩問題や番号制度導入などにより国からネットワーク分離徹底やセキュリティ対策強化が
求められており統合は難しい。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

情報漏洩問題や番号制度導入などにより国からネットワーク分離徹底やセキュリティ対策強化が
求められており削減は難しい。
クラウドサービスの利用により、メンテナンス作業の立会いも減っており、これ以上の人件費抑制
は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

行政事務で利用するシステムの管理に係る経費であるため特定の受益者はいない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 6 2
点検日

事務事業名 社会保障・税番号制度対策事業 事業類型 委託

担当部課G等 総務部　管財課 情報システムＧ 記入者氏名 小関　一生

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第６章 行財政改革の推進による自立したまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 多様な行政サービスを提供する

基本事業名 2 より便利な行政サービスの構築

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 社会保障･税番号制度関連4法
02 01 06 社会保障・税番号制度対策事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　社会保障・税番号制度関連４法（行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律【番号法】他３法。平成２５年５月３１
日に公布。）の施行に伴い、番号制度に対応するために必要となる基幹業
務系システム（住基システム等）の改修・連携テストなどを行う。
　また、個人情報取扱い業務のデータベース化、特定個人情報保護評価
支援及び番号制度導入に伴う市関係例規の整備を行う。

特定個人情報の提供の求め等に係る電子計算機の設置等関
連事務の委任

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

番号制度が関係するシステム
システム数

システ
ム

12. 12.

0. 0. 0. 0.

1. 0. 0. 0.

12. 12. 12.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

各システムの改修・運用テストを実施し、番号制度に
対応させる。

改修・運用ﾃｽﾄが必要となっ
たｼｽﾃﾑ数

システ
ム

2.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

関連システム・情報連携ネットワーク環境等の整備、
メンテナンス作業を行い、安全かつ安定したマイナン
バー情報連携環境を維持管理する。

システム障害(停止)回数 回 0. 0.

0. 0. 0. 0.

0.

システム不具合による情報
漏えい件数

件 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 1,064 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 1,430 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,180 5,657 3,101 3,101 3,101 0

事 業 費 計 (A) 千円 7,244 7,087 3,101 3,101 3,101 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,326       0.48人 2,615       0.55人 2,615       0.55人 2,615       0.55人 2,615       0.55人

投入量(A)+(B) 千円 9,570 9,702 5,716 5,716 5,716
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 社会保障・税番号制度関連４法が平成２５年５月３１日に公布され、番号制度に対応したシステム

を構築する必要が生じたため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成27年10月の番号付番・通知、平成28年1月の個人番号利用開始、さらには平成29年7月の情
報連携開始に向けてシステム改修等を進めた。今後も必要に応じて改修を行う。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

平成27年度に日本年金機構で個人情報が流出する事案が発生しており、より一層のセキュリティ
体制の強化が求められている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

社会保障・税番号制度関連４法が平成25念5月31日に交付されたことに伴い必要となるシステム
改修等を行う事業であるため妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

番号制度対応に必要な要件を満たすための改修であるため、成果向上の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似の事業はないため、統廃合の余地はない。また、今後、番号制度の適用範囲が広がる余地
が無くなった場合には廃止の可能性はあるが、現時点では廃止・休止はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

番号制度対応に必要な要件を満たすための改修であるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

行政事務で利用しているシステムの改修等であるため、特定の受益者はいない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 4 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 5 5 29
点検日 令和 5 5 31

事務事業名 市営住宅長寿命化事業 事業類型 委託・工事

担当部課G等 総務部　管財課 住宅・公共施設Ｇ 記入者氏名 成田　洋一

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第３章 やさしさにあふれ生きがいの持てるまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 家庭や地域で支え合う福祉環境を整える

基本事業名 2 生活援護の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 公営住宅法
07 04 01 市営住宅長寿命化事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 平成28 年度 ～令和 8 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
長期的な視点をもって既存市営住宅の長寿命化を図ることを目的
として、那珂市公営住宅長寿命化計画をＨ２８年度に策定し、Ｈ２９
年度より個別改善に着手する。

長期的な視点をもって既存市営住宅の長寿命化を図ることを
目的として、Ｈ２８年度に策定した那珂市公営住宅長寿命化計
画に基づき改修工事を行う。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

長寿命化を図る市営住宅
計画対象市営住宅戸数 戸 198. 198.

計画対象市営住宅団地数 団地 3. 3. 3. 3.

18. 21. 12. 6.

198. 198. 198.

3.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅を維持す
るための改修工事を実施する。

長寿命化計画に基づく改修
工事実施戸数

戸 50.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

80.8 86.87

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

安心して居住できる市営住宅を提供する
長寿命化対策実施率 ％ 61.11 70.2

0. 0. 0. 0.

89.9

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 03年度（実績） 04年度（実績） 05年度（見込） 06年度（計画） 07年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 777 24,540 30,565 14,675 7,020 78,761
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 22,395 33,854 37,360 17,937 8,580 128,874
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 23,172 58,394 67,925 32,612 15,600 207,635
人 件 費 計 (B) 千円 2,462       0.41人 2,251       0.41人 2,251       0.41人 2,251       0.41人 2,251       0.41人

投入量(A)+(B) 千円 25,634 60,645 70,176 34,863 17,851
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 平成26年に「国土交通省インフラ長寿命化計画」が策定され、市営住宅の計画的な修繕・補修に

よる長寿命化を図る必要が生じたため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

国においては、確実な点検の実施及び点検結果に基づく維持管理によるコスト削減を図るため、
公営住宅等長寿命化計画策定及び計画に基づく維持管理、長寿命化に資する改善を推進してい
くこととしている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

入居者からは手すりや外壁などについて改修してほしいとの要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　３年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市営住宅の整備、管理は公営住宅法に基づくものである。本事業は市営住宅の長寿命化に資す
るものであり、市関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

市営住宅の老朽化が進むと、修繕費等が過大となることから長寿命化工事については、年次的に
工事を進める必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業に市営住宅管理事業があるが、長寿命化事業と管理事業については、目的、事業費を
区分して実施することが望ましいため、統合の余地はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

長寿命化対策については必要となる改修を行うことから、事業費の削減は難しい。
また、工事設計については業務委託することで、市担当者の業務量を最小限に抑えているため、
人件費の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

長寿命化事業の財源は、市営住宅使用料及び国庫補助金を充当している。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

国庫補助金の配分にもよるが、可能な限り早期の事業完了に努めること。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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